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２０２３年４月 

（本月報は月末現在の報道などの公開情報を大使館で取りまとめたものです）   在ポルトガル日本国大使館 

 

【主要ニュース】 

【内政】★レベロ・デ・ソウザ大統領、革命記念日に共和国議会で演説 

★社会党設立５０周年に関する記念行事の開催 

【外交】★クラヴィーニョ外相、林外務大臣と会談 

★ルーラ・ダ・シルヴァ ブラジル大統領がポルトガルを訪問 

【経済】★一部の食品に対する付加価値税を撤廃 

(上記主要ニュースには以下本文にて★が付されている) 

内政 

●政府の取り組みに関する新たなHPを発表 

４月４日、ポルトガル政府は、第３次コスタ政権発足

から１年のマイルストーンとして「O Governo Faz」と

名付けられたホームページを発表した。同ＨＰは、政府

が国民に対して政府事業の説明責任を果たし、透明性を

提供することを目的としている。同ＨＰは、政府事業の

情報を分野別に調べることができ、政府からの情報公開

による国民からの信頼の強化が期待される。 

 

●レベロ・デ・ソウザ大統領、世界保健デーを祝福 

４月７日、レベロ・デ・ソウザ共和国大統領は世界保

健デー及び世界保健機構（ＷＨＯ）設立７５周年に対し

て、祝福の言葉を述べた。レベロ・デ・ソウザ大統領は、

「今日はＷＨＯとそこで働く人々の日々の仕事に感謝

するとともに、世界中で日々同分野の仕事に従事してい

る人々に感謝の意を表する」と感謝の言葉を述べた。 

 

●インテルカンプス社の世論調査結果 －４月 

 ４月１４日、インテルカンプス社は政党支持に対す

る世論調査の結果を発表した。与党・社会党（ＰＳ）の

支持率は２５．２％（前月比０．７ポイント減）となり、

最大野党・社会民主党（ＰＳＤ）の支持率は２４．１％

（同０．１ポイント減）と微減した。ＰＳとＰＳＤの支

持率の差は０．９ポイント（前月比０．７．ポイント減）

に減少した。その他政党ではリベラル主導党（ＩＬ）、

左翼連合（ＢＥ）、統一民主連合（ＣＤＵ）、人と動物と

自然の党（ＰＡＮ）の支持率は微増した。第３政党であ

る、シェーガ党（ＣＨ）は支持率が減少した。上記の結

果を踏まえると、右派政党の支持率は４４．６％となり、

左派政党の３７．６％を上回る。 

同社による最新の政党別支持率は以下のとおり。 

政党 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 

PS 24.2 27.0 26.3 23.4 25.9 25.2 

PSD 22.0 22.1 24.9 22.8 24.2 24.1 

CH 11.4 9.6 9 11.6 13.5 13.2 

IL 6.7 7.5 6.4 7.4 7.0 7.3 

BE 6.1 7.5 6.3 4.8 6.7 7 

CD* 5.4 3.8 3.1 3.9 3.2 4.3 

PAN 2.3 3.1 3.1 2.4 1.5 2.3 

CDS** 1.3 1.9 0.6 0.9 1.3 1.4 

Livre 2.3 1.7 2.0 1.3 2.4 1.1 

※ポルトガル共産党（ＰＣＰ）・緑の党（ＰＥＶ）の連合 

※※現在無議席 

 

●年金の暫定的引き上げを発表 

４月１７日、政府は臨時閣僚会議を開催し、７月から
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３．５７％の年金の暫定的な引き上げを承認した。この

措置は今年度末まで適応され、２０２４年からの年金に

ついても今回と同様の金額が適応される。コスタ首相は

「インフレは減速し始めているとはいえ、依然として高

い値にある」と述べ、同月６日に議会にて承認された一

部の食品に対する付加価値税撤廃にも言及し、インフレ

対策を続けていく意向を示した。 

 

●レベロ・デ・ソウザ大統領、安楽死に関する法案を拒

否 

４月１９日、マルセロ・デ・ソウザ大統領は、安楽死

を合法化する法案に対して拒否権を行使し、法案を議会

に差し戻した。議会は同法案について協議し、５月中旬

に投票がなされる予定。本投票で議員の半数以上が賛成

票を投じた場合、法案は大統領に再度送られ、大統領は

８日以内に公布しなければならない。 

 

★社会党設立５０周年に関する記念行事の開催 

４月１９日に社会党は設立５０周年を迎え、リスボン

で夕食会が開催された。夕食会には、アントニオ・コス

タ首相、カルロス・セザール社会党党首、ハイメ・ガマ

元共和国議会議長、オラフ・ショルツ現独首相、フィリ

ペ・ゴンザレス元スペイン首相が参加した。２３日には

ポルトで記念式典が行われ、海外からはペドロ・サンチ

ェス・スペイン首相、ステファン・ローベン欧州社会党

会長などが参加した。コスタ首相は「私は自分の任期を

全うする。日々の議題は簡単なものではないが、我々は

目の前の問題に集中する」と述べた。 

 

★レベロ・デ・ソウザ大統領、革命記念日に共和国議会

で演説 

 ４月２５日、ポルトガルは４９回目の革命記念日を迎

え、レベロ・デ・ソウザ大統領が共和国議会で演説を行

った。レベロ・デ・ソウザ大統領は、「この４月２５日

は民主主義を呼び覚ます機会であってほしい。この民主

主義の回復によって、より多くのポルトガル国民が自由

を得られた。（中略）民主化により発展の加速も期待さ

れたが、山あり谷あり、成功も失敗もありである。最後

の声（＝決定権）は国民にある。国民あってこそ自由も

民主主義も存在し得る。（中略）いつまでも。４月２５

日、自由、民主主義、ポルトガル万歳！」と力強く述べ

た。 

 

外交 

★クラヴィーニョ外相、林外相大臣と会談 

４月４日、ゴメス･クラヴィーニョ外務大臣は日本の

林芳正外務大臣と会談した。両外相は、基本的価値を共

有する重要なパートナーとして、法の支配に基づく自由

で開かれた国際秩序を守り抜くために緊密に連携する

とともに、様々な分野において二国間協力を一層推進し

ていくことで一致した。また、林外相は「本年の日ポル

トガル交流４８０周年を契機に両国の関係を一層強化

したい」と述べた。クラヴィーニョ大臣は会談後、自身

のツイッターで「非常に有益な二国間会談であった」と

会談の写真と共に会談を振り返った。 

 

●フェルナンド・メディーナ財務大臣、アンゴラを訪問 

４月５日、フェルナンド･メディーナ財務大臣はアン

ゴラを訪問し、アンゴラのジョアン･ロレンソ大統領、

マヌエル・ヌネス・ジュニオール経済調整担当大臣及び

マーリオ・カエタノ経済企画大臣と会談した。メディー

ナ大臣は、アンゴラのインフラプロジェクトに対する信

用供与枠を現在の１５億ユーロから２０億ユーロに増

枠することを明らかにした。また、メディーナ大臣は「融

資金の返済期間についても、アンゴラの資金返済をより

サポートするため、返済期間を現在の１０年から１５年

へ延長できる可能性を模索している」と述べた。また、

数十年前からアンゴラに進出しているポルトガル企業

にも言及し、二国間の更なる経済協力の可能性、重要性

について強調した。 

 

●クラヴィーニョ外相、ＮＡＴＯ外相会合へ出席 

４月５日、６日、ゴメス・クラヴィーニョ外務大臣は

ブリュッセルで行われたＮＡＴＯ（北大西洋条約機構）

外相会合に出席した。会合では、ロシアのウクライナ侵

攻に加え、その他の安全保障上の脅威、日本を含むイン
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ド太平洋パートナーとの協力について話し合われた。Ｎ

ＡＴＯ創設から７４年を迎える日に開催された本会合

では、フィンランドのＮＡＴＯ正式加盟の式典も行われ

た。同国のＮＡＴＯ加盟について、クラヴィーニョ外相

は「フィンランドの加盟を心より歓迎する。これによっ

て私たちの結束はより強固なものとなる。」と述べた。

また、アントニオ･コスタ首相も自身のツイッターを通

して「フィンランドの正式加盟は、ＮＡＴＯ創立７４周

年にとって相応しいマイルストーンだ」と歓迎すると共

に、「次はスウェーデンの加盟承認を迅速に行うべきだ」

とフィンランドと同時期にＮＡＴＯ加盟申請をしたス

ウェーデンの加盟を支持した。 

 

●コスタ首相、韓国を訪問 

４月１１日、１２日、アントニオ・コスタ首相は、コ

スタ・シルバ経済海洋大臣、エルヴィラ・フォルトナト

科学・技術・高等教育大臣、ジョアン・ガランバ/イン

フラ大臣、フランシスコ・アンドレ外務・国際協力担当

副大臣と共に韓国を訪問した。韓国企業の投資誘致など

の二国間の経済協力を主目的として訪問し、ユン・ソン

ニョル大統領との会談の他、多くの韓国企業関係者と意

見交換を行った。コスタ首相は、「韓国は世界でもっと

も重要な経済市場である」と述べ、半導体、再生可能エ

ネルギー、電子機器など、多岐にわたる分野での更なる

二国間協力の重要性を強調した。更に、カモインス協力

言語院と韓国国際協力団との間で、ポルトガル・韓国・

開発途上国との三角協力に関する覚書を署名した。 

 

●クラヴィーニョ外相、セネガルを訪問 

４月１３日、ゴメス・クラヴィーニョ外務大臣はセネ

ガルの首都ダカールを訪問し、漁業や港湾など海に関わ

る活動や、観光や外交の分野での更なる協力を発表した。

クラヴィーニョ大臣は、ポルトガル語圏であるギニアビ

ザウと国境を接するセネガルについて、「前述の分野で

我々は２つの協定に署名し、両国のチームは他の分野で

の協力も視野に入れている」と述べた。加えて、両大臣

は６月に予定されているセネガルのマッキー・サル大統

領のポルトガル訪問についても言及した。この訪問は、

同国の首脳による２０１７年の最初の訪問から２度目

の訪問となる。 

 

●クラヴィーニョ外相、モーリタリアを訪問 

４月１４日、ゴメス・クラヴィーニョ外務大臣はモー

リタリアを訪問し、カウンターパートであるモハメド・

メルグーズ外務大臣と会談した。同会談では、安全障と

防衛、再生可能エネルギー、ブルーエコノミーの分野に

おける協力について協議が行われた。更に、漁業と科学

研究については、将来の二国間関係の強化に重要な分野

であると、将来的なパートナーシップの構築に意欲を見

せた。 

 

★ルーラ・ダ・シルヴァ/ブラジル大統領、ポルトガル

を訪問 

 ４月２１日から２５日にかけて、ルーラ・ダ・シルヴ

ァ/ブラジル大統領がポルトガルを訪問した。訪問中に

行われたポルトガル－ブラジル首脳会談は２０１６年

以来、７年ぶりの開催となった。会談では、経済、科学

技術、高等教育などの分野で計１３の二国間協定は結ば

れた。会談後、「ポルトガルとブラジル：未来のための

パートナーシップ」と題された共同声明が発表され、二

国間の更なる協力が表明された。同声明の中で、ロシア

によるウクライナ侵攻についても言及し、「領土保全の

侵害である」と非難した。ルーラ大統領は２５日の革命

記念日に共和国議会にて行われた歓迎セッションで演

説を行い、「ポルトガルは自分の家のように感じる」と

述べた。 

 

経済 

●一部の食品に対する付加価値税を撤廃 

４月６日、共和国議会は４６の食品を付加価値税（Ｖ

ＡＴ）の課税対象から免除する法案を可決した。本法案

は、３月中旬にインフレ対策としてフェルナンド･メデ

ィーナ財務大臣より発表されていた。これにより、パン、

パスタ、米や乳製品などの４６の食生活への必需品がＶ

ＡＴ免除の対象となる。４月１１日に共和国大統領によ

り公布された後、４月１８日より施行された。施行と同
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時に、コスタ首相は同施策の延長示唆し、「政府として、

インフレの状況を観察し、消費者を守るために適当な対

応をしなければならない」と述べた。しかし、当地ネゴ

シオス紙、インテルカンプ社が行った世論調査によると、

圧倒的多数のポルトガル人（７５％）が同政策の効果に

ついては懐疑的であり、付加価値税の免除よりも、恒久

的な価格の固定がより有効であると考えている。 

 

●コルデイロ環境相、水素及び洋上風力発電の必要性

を強調 

 ４月１２日、ドゥアルテ・コルデイロ環境・気候行動

大臣は、リスボンに本社を置くRevires社の太陽光発電

所開所式に出席した。開所式のスピーチで同大臣は、太

陽光発電の重要性を再確認すると共に、水素と洋上風力

発電を開発することで、同国はエネルギーへの依存を減

らすことができると主張した。ポルトガルは、２０２６

年までの再生可能エネルギー利用８０％を目標として

いる。 

 

●ポルトガル政府、スペイン政府と共同で社会経済・イ

ノベーションセンターを設立 

４月１４日、メンデス・ゴディーニョ労働・連帯・社

会保障大臣は、スペイン政府と共同でポルトガル北部の

グアルダに社会経済・イノベーションセンター（ＣＥＩ

Ｓ）を立ち上げたと発表した。同大臣はセンターの設立

目的について「就業者や管理職者の資格取得や再教育を

行うために、職業訓練や技能の認定、検証、認証を通じ

て、社会的経済団体の能力を高めることである」と述べ

た。また、社会的経済セクターは全体の雇用の６％を占

めており、社会経済の促進がいかに雇用機会創出に役立

つかを示している。」と強調した。最初の数年間の予算

として約１０００万ユーロ確保されている。 

 

●国内の失業率が減少 

４月２０日、ポルトガル職業安定所（ＩＥＦＰ）は２

０２３年３月の国内の登録失業者数を発表した。国内全

土で３０万６，１５７人が失業登録を行っており、前年

同月と比較し６．２％の減少となった。失業者全体に対

する若者の割合は１１.1％であり、過去３０年間の同月

比較で１番低い値となった。３月は全ての地域で失業率

が減少し、特にアルガルヴェ地方では２２．９％の減少

を記録した。前月と比較し、顕著な減少を記録したセク

ターは宿泊･飲食であるが、金融･保険など、全ての分野

で失業率は減少となった。 

 

●４月の消費者物価指数（ＣＰＩ）の発表 

４月２８日、国立統計院（ＩＮＥ）は２０２３年４月

の消費者物価指数（ＣＰＩ）を発表した。４月のＣＰＩ

は５．７％と、前月から１．７パーセント減少した。イ

ンフレの指標となる食料品及びエネルギーを除いたコ

アＣＰＩは、６．６％となり、前月より０．４％減少と

なった。食料品部門単体では、１４.１％となり、前月

から４．８％減少した。尚、本統計は４月１８日より施

行された一部の食品への付加価値税撤廃に関する措置

の前のデータを基に算出されており、本措置の影響が統

計上に現れるのは５月からとなる。 

 

                      （了） 


